2009年度政府予算厚生労働省第2次要請の実施について（第２次中央行動）

自治労は2009年度政府予算要求第２次中央行動の一環として、2008年11月28日、厚生労働省の森山寛総括審議官に対し、要請を行った。要請には加藤副委員長、中島健康福祉局長、秋野社会福祉評議会事務局長、松井衛生医療評議会事務局長が出席した。

冒頭、加藤副委員長より自治労が実施した福祉人材確保全国署名64万筆の目録と署名簿
の一部を総括審議官宛に手渡した。そこでは、介護人材不足の危機的現状と今次の介護報酬改訂による介護労働者への賃金への確実な反映について強く要請した。
引き続き、中島健康福祉局長・秋野事務局長・松井事務局長が自治労の提出した2009予算要請書（別紙）のうち、以下の４項目について重点的に趣旨説明を行った。

森山総括審議官からは、以下のような回答が示された。

	①ナショナルミニマムの基礎となる生活保護制度をはじめとした、雇用政策・労働市場政策・年金制度・医療制度・住宅政策など、関連施策と連携した、総合的なセーフティーネットシステムを確立すること。


自治労）社会保障と雇用は車の両輪で、非正規が増えて社会保険基盤が崩れてきているこも心配だ。社会保障とこれを支える役割も持つ雇用をどう守っていくかが喫緊の課題。トータルなセーフティネット機能が重要だ。
答）国民の安心と信頼の厚生労働行政を守っていくという基本方針が前提で取り組んでいる。「5つの安心プラン」の実現のための予算獲得や第1次補正予算でもそれなりに確保できた。また第2次補正でも生活対策を取り込んでいく。先の社会保障国民会議の最終報告でも社会保障の機能強化が基本方向として打ち出されている。くらしの安心のために給付と負担を増加させる方向で取り組んで行きたい。
	②生活保護制度は最後のセーフティーネットともいわれる公的扶助制度であることから、社会保障給付費圧縮のための生活保護基準の引き下げや運用の「適正化」を建前とした利用抑制を行わないこと。


自治労）生活保護制度は、さまざまな減免制度や所得制限などのベースになるもので、最低生活の基盤になるものであるため、軽々に保護基準をいじることがないよう慎重な対応を要請する。
答）生活保護制度については自立支援につながるように適正な運用を図るとともに、基準については一般低所得生活者との均衡を勘案しながら考えていく。
	③少子・高齢化社会への移行に対応するため、次世代育成支援対策推進法に基づく諸計画の策定と着実な実行のための財源を確保すること。

とりわけ、保育サービスは保育を必要とする子どもだけでなく、親への支援をも含んでおり、経験と専門性を要する。このため、最低基準の撤廃や、保育士の資格要件の緩和など、行き過ぎた規制緩和政策を実施しないこと。


　自治労）地方分権改革推進委員会で最低基準撤廃が話題に上っているが、最低基準は地方分権課題とは位相の違う、サービスの質の最低水準を社会的に規制するものである。厚労省としても、最低基準の意味を明らかにし、保育の質量の確保を担保していただきたい。
答）日本では子どもや少子化対策費が先進諸外国に対して非常に少ない。次世代育成の都道府県・市町村計画や子育てプランに対する予算額は確保している。新待機児童ゼロ作戦の推進、子ども基金なども進めている。
保育所については職員の配置等国が一定の基準を定めていかなくてはならないと考えている。保育師の資格要件の緩和についてはその専門性を考えると適当ではない。
	④医師数の不足、看護師等不足など医療従事者の不足を解消し、地域医療を担う人材確保対策を強化すること。

とりわけ、勤務医及び看護師の処遇改善・定着・離職防止をはかるための財源を確保すること。


　自治労）看護師の過労死など、労働条件の質量が過酷であり、人材の定着が困難な状況だ。勤務医、看護師の定着と離職防止に全力で取り組んでほしい。
答）医師・看護師不足問題については多くのところから要望が来ている。08年の医学部定員を増やしたし、女性医師、看護師などの離職防止と復職支援なども補正で盛り込んでいく。勤務医の処遇改善、研修制度の見直し、派遣の対価、事務補助者などへの対応など考えられることはどんどんやっていく。予算も付け制度も作っていく。

これに対して自治労側は、更に以下点を強調した。
「生活保護にかかる国と地方団体との協議がスタートしているが、生活保護基準はいろいろな制度と連携しており、生保基準の引き下げ低所得者層全体に関する社会保障諸制度への影響が甚大であることを改めて強調したい。保育の規制緩和でも保育所最低基準はあくまで「最低の」基準なので、下げる方向ではなくむしろ上げる方向で議論すべきだ。医師不足や看護師不足は看護師の過労死問題や勤務医・研修医の厳しい勤務環境の問題を早急に改善すべきだ」と述べた。

これに対し、厚生労働省側から

「生活保護に関する国と地方との協議について、現行の枠組みを考えることは考えていない。国庫負担について協議の対象にしていないし、運用改善面で対応できることがあるか協議している。人材不足についてはどうしたら定着するのか、新たにスタートした看護の質の向上と確保に関する懇談会などを通して、現場の実態調査を踏まえて対策を実施していきたい。大臣も危機意識を大変持っており各問題への対応を事務方にも督促している。補正予算や来年度予算のなかで実施していきたい。」として要請を終了した。

以　上

